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意見聴取会（平成 27 年 3 月 18 日開催）の公述人の意見に対する大阪市の考え方 

意見聴取会において公述人から述べられた意見のうち、今回変更しようとする都市計画に関す

るものに対しての大阪市の考え方は、次のとおりです。 

 

１．計画の必要性・整備効果 

都市計画案に係る意見の概要 意見に対する大阪市の考え方 

公述

人番

号 

(1) 今回の計画案は、大阪府民、大阪市民の

ためにならず、巨額の税金の無駄遣いに

なる。必要性は全くない。 

地震・津波などの防災対策、老朽化した

道路やインフラの補修、暮らし、福祉に

こそ予算を使うことを強く主張する。 

（仮称）淀川左岸線延伸部及び淀川左岸線２

期は、近畿自動車道や阪神高速大和川線等とと

もに「大阪都市再生環状道路」を構成し、大阪

都心部へ集中する通過交通を分散させること

で、阪神高速環状線などの都心部の渋滞緩和等

を図ることを目的にしています。 

 

大阪の高速道路ネットワークは、都心部の阪

神高速環状線を通過する形状で、交通集中や遠

回りが避けられない状況であるとともに、近畿

自動車道の外側にある名神高速、第二京阪道

路、阪神高速東大阪線の交通容量に比べて、都

心部側では、阪神高速池田線、守口線、東大阪

線といった東西を結ぶ高速道路の交通容量の

確保が課題となっています。 

また、地震など災害時の避難・救援活動を支

える広域的な輸送ルートとしての機能ととも

に、老朽化した道路、インフラの維持管理や補

修、更新のため、並行する東大阪線や守口線の

通行止め時の迂回路としての機能の確保も課

題となっています。 

 

（仮称）淀川左岸線延伸部及び淀川左岸線２

期は、上記課題に対応し、移動距離や移動時間

の短縮、防災性や代替性の確保など高速道路ネ

ットワークの向上に資するものです。 

 

さらに、第二京阪道路と連絡し、名神高速道

路等の国土軸と国際コンテナ戦略港湾である

阪神港等を結び広域的なネットワークを形成

することで、物流ネットワークの強化、観光ニ

ーズへの対応、新たな拠点エリアを誘引するな

ど、都市の活性化や国際競争力の強化にも非常

に重要な役割を果たす路線として認識してい

ます。 

 

 

3 

(2) 公共投資が年々圧縮される中、これまで

整備してきた社会基盤が一斉に更新時

期を迎える。これからは、道路等の維持

管理のほうこそ優先すべき。 

6 

(3) 淀川左岸線延伸部の道路計画よりも、市

民の安全に関する都市の整備というと

ころにもっと税金を使ってほしい。 

 

8 

 

(4) 淀川左岸線延伸部のような莫大な費用

を使う大深度地下方式の高速道路がな

ぜ必要なのか。 

人口は今後どんどん減少し、交通量も減

少すると思われる。高度成長期のような

イメージで新しい高速道路をつくると

いうのは見当違い。 

5、 

8､ 

10 

(5) 淀川左岸線延伸部の整備効果について、

道路ができた場合の都市の活性化とい

うことが説明されたが、誰にとっての活

性化なのか。 

5 

(6) 高速道路はもうやめて、都市計画素案そ

のものを撤回し、大震災から住民を守る

数々の施策こそ一日も早くやるべき。 

車を通して他府県から大阪へ呼び込ん

でも一部は潤うかもしれないが、まちは

疲弊していく一方ではないか。 

10 

(7) 第二京阪沿線の枚方の長尾では、道路を

つくる工事段階で、地元は潤わなかっ

た。 

淀川左岸線延伸部・２期計画で活性化と

言うなら、地元の人も喜ぶようなこと、

見えるようなことをしてほしい。ゆっく

り大阪に滞在できるようなものをどう

つくるかが、大阪活性化の鍵である。 

11 
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都市計画案に係る意見の概要 意見に対する大阪市の考え方 

公述

人番

号 

(8) 淀川左岸線延伸部・２期計画が掲げる目

的に、カジノ観光や自動車交通のわずか

な時間短縮や渋滞解消が挙げられてい

るが、科学的・合理的根拠を欠くことを

指摘したい。 

（仮称）淀川左岸線延伸部の整備効果につい

ては、本年２月に開催した都市計画素案説明会

において、現状の大阪都市圏の高速道路ネット

ワークの充実を図ることで 

・高速道路の渋滞改善 

・迂回・代替機能の確保 

・物流ニーズへの対応 

・観光ニーズへの対応 

といった観点で、効果をご説明させて頂きま

した。なお、説明会で説明した資料は、大阪市

ホームページに掲載しています。 

※参考：大阪市ホームページ ＵＲＬ 

http://www.city.osaka.lg.jp/toshikeikak

u/page/0000302154.html 

 

また、淀川左岸線２期の整備効果について

は、既に完成した１期区間とあわせて、現在、

大阪都心部へ集中している通過交通を分散さ

せることができ、阪神高速環状線や一般道路の

渋滞が緩和されるとともに、沿道環境の改善も

図られることとなります。 

費用対効果につきましては、平成 26 年度に

阪神高速道路㈱が実施した最新の事業再評価

において、淀川左岸線１期・２期の整備と維持

管理にかかる費用に比べて、整備による走行時

間の短縮と走行経費や交通事故の減少による

便益が上回る結果（費用便益比は 1.5）となっ

ており、費用対効果は十分にあるものと考えて

おります。 

 

3 

(9) 淀川左岸線延伸部の説明会では、交通量

や渋滞、物流ニーズなどについて説明し

ていたが、いろいろな資料などもこの際

明らかにしてほしい。この高速道路がで

きた場合にどれだけ時間短縮されるか

非常に疑問に思う。 

5 

(10)人口・自動車・貨物輸送量・旅客輸送数

について、全国も減るし大阪府も減るわ

けであるから、なぜ淀川左岸線延伸部が

必要なのかわかりにくい。整備効果はよ

く分からず、信用できない。 

6 

(11)淀川左岸線２期事業が、阪神高速道路公

団民営化により国や大阪市が税金を投

入して建設する道路に変更されたので、

当然、国、大阪市としてはこの道路の採

算性、費用対効果はどうなっているのか

を具体的な指数で説明をする責任があ

る。 

4 

(12)城東区民がこの淀川左岸線延伸部を利

用するというよりは、広く大阪府あるい

は関西の人々や観光客が大阪市を通り

抜けるのに便利なように計画されてい

る。この淀川左岸線延伸部、左岸線２期

利用のニーズを考えるには、大阪市全体

あるいは大阪府、近畿圏の今後の人口の

動向をどのように参考にしたのか。 

（仮称）淀川左岸線延伸部・２期の利用のニ

ーズについては、国土交通省による将来人口や

将来ＧＤＰ（国内総生産）等の社会経済指標を

踏まえた全国ベースの発生交通量をもとに、近

畿地方全域の開発計画等を考慮した交通量配

分の結果にもとづき、自動車交通需要を推計し

たものであり、全国、近畿圏全域の動向を踏ま

えたものです。（延伸部の計画交通量の推計手

法については、環境影響評価準備書第 3章に記

載） 

 

7 
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２．事業計画 

都市計画案に係る意見の概要 意見に対する大阪市の考え方 

公述

人番

号 

(1) 淀川左岸線延伸部の全体の予算はどん

なものか、大阪市・府・国の負担の割合

はどの程度なのか、その予算に係る財政

措置はどうなっているのか明らかにし

てほしい。しっかりと納得のいくよう市

民に説明してから、計画を進めるのなら

進めてほしい。 

 

都市計画は、円滑な都市活動を支え、都市生

活者の利便性の向上を図るため、自動車専用道

路及び幹線街路ネットワークの考え方、交通量

推計、環境への影響などを考慮し、ルート・構

造等を決定するものです。 

淀川左岸線延伸部の道路計画の策定に当た

って、手続きの透明性、客観性、公正さをいっ

そう高めることを目的として、学識経験者 5 名

で構成する淀川左岸線延伸部有識者委員会（以

下、「委員会」という。）を設置し、平成 16 年

3 月から平成 18 年 12 月で延べ 24 回開催し、

市民の皆さま等へ情報提供を行い、その意見を

把握しながら、「推奨すべき計画案のルート・

構造の考え方」を整理しました。この考え方を

ふまえ、都市施設として必要な位置や区域及び

その他構造等を定め、都市計画案として作成し

ています。 

さらに、環境影響評価準備書においては、交

通量推計等をもとに、都市計画案に対する環境

への影響を評価しています。 

また、都市計画で定める事項ではありません

が、事業費や事業手法及び費用負担等について

も、関係機関と連携を図りながら今後検討して

まいります。 

なお、地震時などの安全対策や、環境影響評

価の結果を踏まえた環境対策に必要な費用に

ついても、事業実施段階で詳細な検討を行い、

費用を精査してまいります。 

 

5 

(2) 淀川左岸線延伸部の都市計画案を出す

のであれば、説明の前に前提として具体

的に市民・府民がどれだけ費用負担する

かということを詳しく、出してほしい。 

 

6 

(3) 淀川左岸線延伸部について、地震が起こ

ったときの安全対策に係る費用はどれ

ぐらいか。 

 

6 

(4) 淀川左岸線延伸部の完成後のメンテナ

ンスや改修の計画、予算について明らか

にしてほしい。10年、50年の見通しがな

ければつくってはいけない。 

調査、安全対策、環境対策、それに工事

費も含めてかかる費用に対して本当に

メリットがあるのかどうか、市民が判断

する必要がある。 

7 

(5) 淀川左岸線２期事業で徴収された料金

は、公団時代に無駄な道路をつくってた

まった借金の返済に充てられるのか。 

淀川左岸線２期事業は、大阪市の街路事業と

阪神高速道路株式会社の有料道路事業との合

併施行方式により実施しています。 

阪神高速道路株式会社は、舗装工事など建設

費の一部や完成後の維持管理費を負担し、料金

収入でそれらの費用を賄います。 

4 

(6) 淀川左岸線延伸部について、トンネルに

なった道路は北区本庄付近では一体ど

の辺を通るのか。 

 

（仮称）淀川左岸線延伸部の本線トンネルに

つきましては、沿道地域への影響を極力少なく

なるよう配慮し、都市計画道路淀川南岸線の下

部空間を通過するルートとしています。 

なお本庄地域周辺では、新御堂筋から（仮称）

淀川左岸線延伸部に接続する入口【（仮称）豊

崎インターチェンジ】を設置する予定ですが、

本線トンネルより河川側（北側）に計画してい

ます。 

1 



 
 
 
 

4 

 

都市計画案に係る意見の概要 意見に対する大阪市の考え方 

公述

人番

号 

(7) 淀川左岸線２期の計画で、海老江ジャン

クションや豊崎の出入口は、カーブや勾

配がきつく、トンネルがある。そういう

ところでは新たな渋滞を生むのではな

いか。 

渋滞は経済的にも不効率であるし、環境

の悪化も招き、事故も起こりやすくな

る。スムーズに走れるような道路をつく

ると、住民・ドライバー・経済的にプラ

スになる。出入口や合流部を十分に見直

し、スムーズに走れるようにしてほし

い。 

淀川左岸線２期事業では、道路に関する規定

に基づいて設計を行い、供用後の走行安全性や

快適性を確保するよう関係機関と協議調整し

てまいります。 

 

11 

(8) 豊崎の出入口について、新御堂筋（南行

き）から淀川左岸線延伸部に合流すると

ころと、淀川左岸線２期に合流する部分

が近く、ドライバーが間違えてしまう可

能性がある。 

新御堂筋から高速道路に入れないよう

にするなどにより、新御堂から淀川左岸

線延伸部や２期に出る車が滞ることが

ないようにすること。 

 （仮称）豊崎出入口における新御堂筋（国道

423号）からの分合流の設置にあたっては、走

行安全性を確保するため、道路構造令の規定を

遵守するほか、実際の交通状況等も考慮し、円

滑な分合流が可能となるような道路構造とす

るとともに、ドライバーに分かりやすい案内標

識や路面表示を設置するなど、より安全・円滑

な通行が確保できるよう関係機関と協議調整

してまいります。 

11 

(9) 今回の計画変更で、豊崎ジャンクション

に淀川南岸線からアクセスできなくな

り、地元住民のメリットがなくなってし

まう。通過だけではなく、淀川左岸線延

伸部・２期ができることで、地元住民が

便利になるということを説明してほし

い。 

（仮称）淀川左岸線延伸部と都市計画道路 

淀川南岸線を接続する出入口を設けることで、

第二京阪道路方面へのアクセスが可能となる

など地域の利便性向上に寄与する計画として

います。 

一方、（仮称）淀川左岸線延伸部計画に伴い、

豊崎周辺において、新御堂筋と淀川左岸線延伸

部・２期により大阪北部地域と東西方向を接続

することとしたため、地域のサービス道路とし

ての淀川南岸線から淀川左岸線２期・新御堂筋

に接続する出入口を見直し、廃止することとし

ています。このことは、 

・周辺地域の一般道路から西（大阪湾臨海部）

方面へは淀川左岸線２期で新設する大淀出

入口、東（第二京阪道路）方面へは（仮称）

淀川左岸線延伸部で新設する（仮称）豊崎出

入口によりアクセスが可能であること 

・周辺地域の一般道路から新御堂筋への接続に

ついては、現在の鶴野町北入路や豊崎２丁目

出路でアクセスが可能であること 

・淀川南岸線への流入車両抑制による交通負荷

軽減及び沿道環境の保全 

などを総合的に考慮し計画したものです。 

1 



 
 
 
 

5 

 

都市計画案に係る意見の概要 意見に対する大阪市の考え方 

公述

人番

号 

(10)淀川南岸線は、豊崎から毛馬までの区間

は、どのような計画になるのか。南岸線

ができることで、住民が便利になるとい

うことを説明してほしい。 

 

都市計画道路 淀川南岸線の新御堂筋付近

から毛馬橋付近の区間は、２車線の車道と歩道

を整備する計画としています。 

また、当該道路は、地区間の東西交通の円滑

化を図り、地区内の利便性や歩行空間の安全性

を向上させるなど重要な役割を果たす地域の

サービス道路と考えています。 

1 

(11)大阪府は広域交通沿線道路耐震化促進

ということで、道をつくると、耐震基準

書を取りなさい、耐震工事をしなさいと

いうことだが、淀川南岸線はその辺が必

要な道路なのか。 

大阪府においては、災害時における緊急交通

路の機能確保のため、広域緊急交通路のうち優

先して耐震化に取り組む路線を耐震診断義務

化対象路線と指定しており、対象路線の沿道建

築物のうち、着工年月日や道路を閉塞する一定

規模以上の高さなどの要件に該当する建築物

の所有者は、耐震診断結果の報告を行うことが

義務となっております。 

都市計画道路 淀川南岸線については、耐震

診断義務化対象路線として指定されておらず、

上記内容には該当しません。 

なお、広域緊急交通路沿道建築物耐震化につ

いてのお問合わせ窓口は、下記となっていま

す。 

大阪府住宅まちづくり部建築防災課 （大阪府

咲洲庁舎 27階、電話：06-6210-9716） 

1 

(12)淀川南岸線の車線数が減り２車線にな

ると、渋滞すると思う。 

本庄東の南側の城北道は３時か４時ご

ろからずっと渋滞している。北側でまた

南岸線が渋滞すると、周辺が渋滞だらけ

になってしまうので、何か対策を行うの

か。 

（仮称）淀川左岸線延伸部計画に伴い、淀川

左岸線延伸部・２期それぞれの出入口機能を見

直し、豊崎の周辺道路の将来交通量を改めて推

計した結果、都市計画道路淀川南岸線の新御堂

筋から毛馬橋付近までの区間の交通量は、２車

線道路で処理が可能と考えられるため、当初計

画の４車線から２車線に変更しています。 

城北公園通（市道中津太子橋線）につきまし

ては、本庄地域周辺では 24,752 台／日（平成

22 年度道路交通センサス：平日）の交通量が

ありますが、４車線道路として交通容量を確保

していると考えています。現状からは、主要な

渋滞箇所として認識しておりません。 

淀川南岸線の事業実施段階において、交通が

混雑するなどの状況が発生した場合は、その原

因を究明するとともに関係機関と連携し、適切

な措置を講じてまいります。 

1 



 
 
 
 

6 

 

都市計画案に係る意見の概要 意見に対する大阪市の考え方 

公述

人番

号 

(13)淀川左岸線２期の説明会での配布資料

には土手の上の歩道がものすごく広く

なるような感じで書いてあるが、本庄東

まで来るのかどうか。 

本庄東付近に今は陸橋があるが、それを

活用したような形でいくのか、それとも

新しく何かの方法を考えるのか。 

淀川左岸線２期区間の福島区海老江から北

区豊崎までの間は、トンネル構造の上部に歩行

者専用道を計画しています。北区豊崎より東の

区間では、堤防上に歩行者専用道を整備する計

画はありません。 

 

本庄東付近の陸橋（豊崎一之橋）については、

現況の利用状況をふまえ、工事中及び完成後も

市街地側から河川側へ安全に横断できる形態

となるよう、事業実施段階において関係機関と

協議を行ってまいります。 

1 

 

  



 
 
 
 

7 

 

３．環境影響 

都市計画案に係る意見の概要 意見に対する大阪市の考え方 

公述

人番

号 

(1) 淀川左岸線延伸部について、換気塔が２

つだけで本当に大丈夫か。どんな性能の

ものか。２つだけでは、排ガスの濃度が

濃くなるのは当然。花博にわざわざ美し

い自然・緑地をつくっておいて、そこに

排気ガスをまき散らしていいのか。 

換気所は、外の空気をトンネル内に取り入

れ、車からの排出ガスを薄める役割がありま

す。また、薄められた排出ガスを含むトンネル

内の空気は換気所に集められ、換気塔から上空

高く吹き上げて拡散させることにより、周辺環

境への影響を小さく抑えます。 

（仮称）淀川左岸線延伸部の換気所について

は、ルート・構造を考慮して、トンネルの両端

部に配置してもトンネル内の換気が可能であ

ることを確認のうえ、計画しています。 

供用後の自動車の走行及び換気塔からの二

酸化窒素及び浮遊粒子状物質について、年間の

風況を考慮しています。 

トンネル出口坑口においてはジェットファ

ンの設置や換気機による集中排気を行うこと

により、トンネル内空気の漏れ出しを極力抑制

するように対策を行いますが、予測条件として

は、自動車の走行による引きずり影響を考慮し

ています。 

上記条件により予測・評価を行った結果、環

境基準以下であることを確認しました。 

なお、換気塔からの大気汚染物質の排出量を

低減するため、換気施設に除塵装置の設置を計

画しています。 

5 

(2) 淀川左岸線延伸部の換気塔について、ど

のような設備でどれだけ除去効果があ

るのか。 

6 

(3) 淀川左岸線延伸部トンネル内の排気ガ

スを２カ所から排出するとどのぐらい

のＳＯＸやＮＯＸ、ＰＭ粒子の排出量にな

るのか。排気ガス及び排気粒子の拡散シ

ミュレーションについて、四季の典型的

な風について明らかにしてほしい。トン

ネルの出入り口ももちろん高さゼロの

排気塔、排気口になるはず。 

7 

 

(4) 淀川左岸線延伸部の換気塔から大量の

排気ガスが放出され、住人や働いている

者の立場からは、心配が大きい。門真市

在住であるが、子供はぜんそくで、原因

として考えられるのは自動車の排気ガ

ス。 

鶴見緑地付近に換気塔ができ、かなり高

い位置から濃縮された排ガスが広範囲

に広がるということが考えられ、吸い込

む量も増えると思う。特に、鶴見緑地の

周辺は貴重な緑地公園なので、そういう

ところにわざわざ排気ガスを今以上に

まき散らすというのはどういう考えか

非常に納得ができない。 

8 

(5) 淀川左岸線延伸部の換気所について、豊

崎換気所と鶴見換気所の２カ所しかな

く、大気汚染により高濃度の排ガスが予

測される。大量の有害物質が排出される

ことになり、地域や周辺の住民はどれほ

どの健康被害をこうむることになるの

か。影響を最小限に抑えるために、脱硝

装置など、浄化装置を取りつけるような

対策を講じるのか。 

9 

(6) 本当に大気汚染や渋滞を解消するには、

淀川左岸線延伸部のような道路をつく

るのではなく、市内に不要な車両の乗り

入れを禁止することが必要。道路をつく

ると車が入り込んできて、かえって排気

ガスが増えるだけ。道路をつくることで

空気がきれいになるということはない。 

（仮称）淀川左岸線延伸部は、大部分を地下

構造にするなど環境に配慮した計画です。 

また、淀川左岸線延伸部の整備により、一般

道路の交通円滑化による大阪都心部の渋滞緩

和に伴い、自動車から排出される大気汚染物質

等（二酸化窒素及び二酸化炭素等）の排出量の

削減効果が期待されます。 

7 



 
 
 
 

8 

 

都市計画案に係る意見の概要 意見に対する大阪市の考え方 

公述

人番

号 

(7) 淀川左岸線延伸部の説明会で見た豊崎

と鶴見の排気塔略図では、吸気をしたす

ぐ横で排気をするようになっていた。こ

れでは吸気をほとんどそのまま排気す

ることになってしまうので、換気の効果

がない。換気塔の具体的な仕組みを明ら

かにしてほしい。 

一般的なトンネル換気では、トンネル内の送

風機（ジェットファン）により道路の進行方向

へトンネル内の空気を流す換気制御を実施す

るため、ご指摘頂いたように吸気をそのまま排

気することはありません。 

なお、（仮称）淀川左岸線延伸部の事業実施

段階において、技術基準にもとづき、換気制御

の方法等についても適切に検討してまいりま

す。 

 

7 

(8) 淀川左岸線２期の東行き開口部約300メ

ートルのトンネル化の理由とした換気

設備の性能・技術の向上について、当初

の都市計画案と今回の違いについて、具

体的にどの程度の差があるのか明らか

にされたい。 

淀川左岸線２期の換気所の変更、５カ所

から２カ所への集約について、変更理由

を自動車ガス規制強化、換気設備の性

能・技術向上に伴う換気計画の見直し、

換気方法の変更だけとする説明では不

十分。 

平成 8年の当初の都市計画時は、トンネル内

の空気が出入路から漏れ出すことのないよう

換気方式として「横流式」を採用しており、ま

た、火災等の拡大防止、避難行動の安全性の確

保及び当時の自動車の排出ガスの状況から、開

口部と５カ所の換気所の設置を計画していま

した。 

しかし、近年、ジェットファンなど換気設備

の性能や計測技術の向上により、トンネル内の

空気をきめ細かく制御することで、「縦流式」

でも出入路からの空気の漏れ出しを防止し、ま

た、火災時の煙の拡散防止による避難行動の安

全性向上が図れること、および、自動車の排出

ガスの規制等が厳しくなったことによって、開

口部のトンネル化と２カ所の換気所設置に変

更しても、環境保全目標を十分に満足するた

め、当初の計画を変更することとしたもので

す。 

 

2 

(9) 淀川左岸線２期の豊崎換気所での自動

車の排ガス、大型車のディーゼル排ガス

対策処理と説明会での予測値について、

いつどこで測定したものか。 

説明会でお示しした豊崎換気所周辺での大

気質の環境影響の予測値は、近傍に位置する観

測局（旧淀川区役所局）における平成 24 年度

の測定データをベースに、淀川左岸線２期や周

辺道路の推計による将来交通量が通行した場

合に影響する予測値を加えたものです。 

 

2 

(10)淀川左岸線２期について、換気塔の数が

５カ所から２カ所に減るので、排気ガス

が濃縮されると思うが、ガス処理対策は

何か。 

 

トンネル内の排気ガスを換気所内に引き込

み除塵装置で粉塵を取り除くとともに、上空高

く吹き上げ、拡散させることとしています。 

なお、自動車の排出ガスの規制等が厳しくな

ったことにより排出されるガスが減少してい

ることもあり、大気質の予測を行った結果、二

酸化窒素や浮遊粒子状物質の最大着地濃度が

非常に小さいため、換気所周辺への影響も同様

に非常に小さいものと考えております。 

 

 

1 



 
 
 
 

9 

 

都市計画案に係る意見の概要 意見に対する大阪市の考え方 

公述

人番

号 

(11)淀川左岸線延伸部と２期の換気所の合

築については、周辺住民の生活・健康破

壊を招く危険性が予測され、豊崎換気所

直近に住む住民として認めがたい。 

（仮称）淀川左岸線延伸部の計画の具体化に

ともない淀川左岸線（２期・延伸部）を一体的

な道路として換気所の配置を検討した結果、新

御堂筋東側の都市計画道路予定地に施設を集

約することで施工性、経済性等で有利な条件と

なり合理的であるため、合築する計画としまし

た。 

なお、換気所を合築した場合においても、換

気量は一定であることから、周辺環境へ与える

影響の程度は変化しません。 

2 

(12)ＰＭ２．５の大気汚染の問題について、

今回の淀川左岸線延伸部のアセスメン

トには項目として入っておらず、状況を

見て対応すると聞いていたが、その後ど

うなったのか。 

ＰＭ２．５は発生源が多岐にわたり、大気中

の挙動も複雑であることから、現状ではそれぞ

れの発生源からの排出量を把握する手法があ

りません。したがって、将来における（仮称）

淀川左岸線延伸部からの影響を予測・評価する

ことができません。 

6 

(13)ＰＭ２．５について、どれぐらい環境や

健康に影響があるのか、今どれぐらい大

阪市内や門真市内で大気中に含まれて

いて、淀川左岸線延伸部をつくったらそ

れがどれだけ増えるのか。 

8 

(14)淀川左岸線延伸部の工事と、完成後のト

ンネルがその付近の地盤や水脈にどん

な影響を与えるのか。地下70メートルも

掘り下げると被圧地下水の働きでトン

ネルに沿って地盤沈下が起こるはず。 

 

（仮称）淀川左岸線延伸部のトンネル構造に

よる地下水流動、地盤沈下の影響については、

地下水の水位低下は、豊崎地区が最大で約 18

センチメートル等となっています。 

これは、地下水位の年間の変動幅（平均約

70 センチメートル）と比べても小さい値であ

り、周辺に与える影響は小さいものと考えてお

ります。 

また、これら地下水位の低下に伴う地盤沈下

量は、極めて小さく、周辺に与える影響は小さ

いものと考えております。 

7 



 
 
 
 

10 

 

都市計画案に係る意見の概要 意見に対する大阪市の考え方 

公述

人番

号 

(15)淀川左岸線延伸部のトンネル掘削によ

る残土の発生量と処分先残土の汚染の

有無、安全確認についてどのように行う

のか。 

 

（仮称）淀川左岸線延伸部の工事にともない発

生する建設発生土は、約 140万立方メートル、

建設汚泥は約 190 万立方メートルと予測して

います。 

 対象道路が通過する周辺地域のうち、土壌汚

染対策法等の基準値を超過する土壌の存在が2 

箇所に確認されています。 

なお、環境保全措置の内容を詳細化するため

に実施する事後調査において、土壌汚染が確認

された場合には、「土壌汚染対策法」及び「ダ

イオキシン類対策特別措置法」等の法令に基づ

くとともに、土壌汚染除去措置、地下水汚染拡

散防止措置を実施し、汚染土壌及び汚染地下水

を適切に処理することとしています。 

 なお事業実施段階において、当該対象事業に

起因した、事前に予測し得ない環境上の著しい

影響が生じた場合は、事業者が関係機関と協議

し、専門家の意見及び指導を得ながら、必要に

応じて適切な措置を講じます。 

2 

(16)淀川左岸線延伸部について、地下70メー

トルのトンネル開削工事と、開通後の生

活への影響について調べるには、工事開

始前から調査を始めて、工事開始後及び

開通後を比べる必要がある。その計画を

明らかにしてほしい。調査する場所、調

べる項目、時期、期間等、またそのこと

を上記住民に周知することが必要。 

（仮称）淀川左岸線の大深度地下の使用を想

定しているトンネル区間は、シールド工法とい

う地上改変を伴わない方法で施工するほか、大

深度地下空間を活用することで、用地補償を伴

わない周辺環境に十分配慮した計画であり、周

辺に与える影響は小さいと考えています。 

なお、環境影響評価の項目にかかる事後調査

の実施については、事業実施段階において、関

係法令等に基づき適切に実施してまいります。 

また、シールド工事の実施により、地盤変動

等が生ずるおそれがあると認められる場合に

おいても、必要に応じて「公共事業に係る工事

の施行に起因する地盤変動により生じた建物

等の損害等に係る事務処理要領」に基づき調査

等を実施してまいります。 

 

 

7 



 
 
 
 

11 

 

都市計画案に係る意見の概要 意見に対する大阪市の考え方 

公述

人番

号 

(17)北区本庄東の地元住民にとっては、淀川

左岸線延伸部と淀川南岸線ができると、

騒音、排ガス、振動、固定資産税の上昇

などが心配。 

 

本庄地域周辺における（仮称）淀川左岸線延

伸部の道路供用後の主な環境影響の予測結果

については、下記のとおりです。（環境影響評

価準備書第 8章に記載） 

 

騒音については、（仮称）豊崎出入口付近で

環境保全措置として掘割ランプ部に遮音壁（地

上から高さ 1メートル）の設置及びトンネル掘

割部壁面の吸音処理等を実施し、環境への影響

についてできる限り回避または低減を図りま

す。 

都市計画道路 淀川南岸線の新御堂筋付近

から毛馬橋付近の区間については、（仮称）淀

川左岸線延伸部計画に伴い豊崎出入口の計画

を見直し（一部廃止）、淀川南岸線に流入する

車両の抑制や交通負荷の軽減を行うこととし

ました。 

こうした対策により、本庄地域の淀川南岸線

沿道では環境基準を満足すると予測していま

す。一方で、本路線と接続する市道大淀区第

105号線（都市計画道路 本庄西天満線）沿道

（北区本庄西３丁目）において、環境基準（昼

間 65デジベル、夜間 60デジベル）を超過する

と予測しています。 

このため、関係機関と連携し、車両走行音等

を低減させる舗装を敷設するなどの騒音抑制

を図る等、適切な措置を講じてまいります。 

 

大気質（排ガス）については供用後の自動車

の走行及び換気塔からの二酸化窒素及び浮遊

粒子状物質について、予測・評価を行った結果、

環境基準以下であることを確認しました。 

 

振動については、影響が考えられる箇所で予

測・評価を行った結果、環境基準以下であるこ

とを確認しました。 

 

このほか、工事中及び供用後において、現段

階で予測し得なかった著しい環境への影響が

生じた場合には、必要に応じて専門家の指導・

助言を得ながら調査を実施し、適切な措置を講

じてまいります。 

 

1 

  



 
 
 
 

12 

 

４．防災・安全性 

都市計画案に係る意見の概要 意見に対する大阪市の考え方 

公述

人番

号 

(1) ほとんど事例がない中でわざわざ大深

度地下工法を用いて大都市大阪のど真

ん中を突っ切って淀川左岸線延伸部を

つくることは、本当に大丈夫か。東京の

工事で問題となっている点や、その解決

策をどうしているのか詳しく教えてほ

しい。 

大深度地下使用制度については、大都市地域

の地下施設の建設実績や建設技術の水準をふ

まえ、技術面においても施設の建設が可能であ

るとして平成 12 年に法制度化されたもので

す。 

（仮称）淀川左岸線延伸部のトンネルにかか

る安全対策については、事業実施段階における

詳細な検討において、道路トンネル技術基準、

トンネル標準示方書等に基づくとともに、有識

者へも意見を伺うなど最新の知見を反映させ

ながら、必要な安全性を確保してまいります。 

（仮称）淀川左岸線延伸部のルート・構造の

検討を行う際に参考とした東京の事例につい

ては、「東京外かく環状道路」があり、その中

で大断面・長大トンネルとなる本線シールドト

ンネルの施工技術等について、工事着手前にお

いて検討が行われています。 

（東京外かく環状道路ＨＰより） 

http://www.ktr.mlit.go.jp/gaikan/pi_kouh

ou/tu2_kiroku.html 

5 

(2) 淀川左岸線延伸部は大深度トンネルと

いうことで、従来の技術基準と比べてど

う違っていて、どう安全対策をするの

か。 

6 
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都市計画案に係る意見の概要 意見に対する大阪市の考え方 

公述

人番

号 

(3) 大深度工法は極めて断層に弱いと言わ

れており、淀川左岸線延伸部の計画案は

新御堂筋～長柄橋間の上町断層を横断

して計画される危険きわまりないもの

である。安全・安心が担保されているか。 

 

 

 

 

 

上町断層帯による（仮称）淀川左岸線延伸部

のトンネルの安全性については、事業実施段階

における詳細な検討において、道路トンネル技

術基準、トンネル標準示方書等に基づき、地震

時の安全性などの項目を満たす構造とすると

ともに、有識者へも意見を伺うなど最新の知見

を反映させながら、適切に配慮することで必要

な安全性を確保してまいります。 

なお、上町断層を横断するシールドトンネル

としては、ダクタイル(鋳鉄)セグメントを使用

することにより、想定しうる変位ではトンネル

が破壊しないことを確認している施工事例が

あります。 

 

 2、 

5 

(4) 上町断層地震、直下型地震が淀川左岸線

延伸部にもたらす影響について、この計

画素案には触れられていない。審議に値

しない欠陥計画であり、計画は中止すべ

き。 

あくまで計画の審議を続けるというの

であれば、液状化や津波、大きな揺れの

想定のもとでこの道路がどうなるのか、

その場合の災害予測はどうなのか、科学

的な根拠を示し、改めて意見を求める機

会を設けることを強く要求する。 

 

 

 

 

 

3 

(5) 淀川左岸線延伸部について、上町断層を

横断する大深度トンネルという、全国で

も未知の技術を用いるので、やはり都市

計画素案作成時点で作成者がしっかり

と対策案を考えるべき。 

 

 

 

 

 

6 

(6) 淀川左岸線延伸部は上町断層を横切る

工事になる。上町断層が動いたらどうな

るのか。 

大阪に大震災が起こると言われている

中で、穴を掘りさらに地下を刺激して、

土砂を埋め立て、揺り動かしていく、こ

んなことになったらどうするのか。 

 

 

 

 

 

10 
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都市計画案に係る意見の概要 意見に対する大阪市の考え方 

公述

人番

号 

(7) 淀川左岸線延伸部・２期は川沿いを通る

ので、液状化現象が起こると思うが、沈

土対策は何か行うのか。 

 

淀川左岸線２期区間では、堤防と道路の一体

構造物が、施工時および完成後において、地震

による液状化、構造物構築による圧密沈下など

の発生に対して、現況の堤防と同等以上の機能

が確保されているか、道路として必要な機能が

確保できているかなど、地震による津波の影響

も踏まえて、有識者による技術検討委員会を実

施し、検討を行っています。 

検討の結果、地震時の液状化対策としての地

盤改良や、圧密沈下対策としての地盤改良な

ど、必要となる対策を行うこととしておりま

す。 

 

（仮称）淀川左岸線延伸部における地震時の

液状化や振動に対する堤防の安全性について

は、事業実施段階において、液状化しやすい地

層の有無など詳細な地質調査を実施したうえ

で、道路トンネル技術基準や河川管理施設等構

造令等関係法令を遵守し検討してまいります。 

 

1 

(8) 今回の淀川左岸線延伸部・２期の計画案

は、巨大地震による液状化により道路が

損壊した時の想定が抜け落ちている。津

波と液状化のダブルパンチによる淀川

の破堤の危険について、安全性が明記さ

れていない計画を住民に判断せよとい

われても、無茶である。 

 

3 

(9) 淀川左岸線２期について、淀川堤防にコ

ンクリートの構造物を埋め込むことは

必ずや堤防を弱体化させ、取り返しのつ

かない事態を生む。 

巨大地震による津波や液状化で高速道

路が埋め込まれた淀川堤防が崩壊し、大

阪市内全域の水没により多くの人命と

財産が奪われたときに、大阪市と国、阪

神高速株式会社は責任を取ることがで

きるのか。淀川堤防の安全性という基本

的な観点からこの事業を見直し、休止さ

れることを求める。 

 

4 

(10)淀川左岸線延伸部の通る堤防は地震の

とき液状化や振動に耐えられるのかど

うか非常に心もとない。 

 

7 

(11)淀川左岸線２期の東行きの開口部300メ

ートルのトンネル化の断面図は、10年以

上前の断面図と同じ。3.11東日本大震災

があって、あんなすごい津波があったの

に、何故こういうものを出してくるの

か。 

11 

(12)大阪市は、今もなお淀川左岸線２期とス

ーパー堤防との一体整備という計画の

旗を掲げたままで、当面は、その暫定形

であれば建設は可能との考えを持って

いるのか。 

堤防の安全性を考えてスーパー堤防を

道路予定地の区間につくったとして、土

地の買収費や地盤強化の費用など、どれ

だけの費用が膨らむことになるのか。ま

た、スーパー堤防が完成するまでに、一

体どれだけの日数がかかるのか。 

 

淀川の高規格堤防(スーパー堤防）は、河川

管理者である近畿地方整備局が計画していま

す。 

淀川左岸線２期の事業範囲は、高規格堤防の

計画を考慮した検討を進めています。 

 

4 
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都市計画案に係る意見の概要 意見に対する大阪市の考え方 

公述

人番

号 

(13)淀川左岸線延伸部は、新御堂筋から大川

に向かって地下構造となるが、淀川と地

下水の流動阻害について問題はないの

か。 

 

（仮称）淀川左岸線延伸部の開削トンネル区

間で発生する地下水流動阻害については地下

水流動保全工法を採用し、地下水位の変動を低

減します。 

 施工方法については、今後、対策工法の事例

などを参考にしながら、事業実施段階において

詳細に検討してまいります。 

 

2 

(14)淀川左岸線延伸部・２期について、地震

の津波や洪水のとき、地下の自動車専用

道の水対策は何か。 

 

 

（仮称）淀川左岸線延伸部では、施設の老朽

化、損傷による漏水等に対する水密性の向上、

充分な容量の排水設備の設置を行うほか、集中

豪雨、洪水、津波等による地上からトンネル内

への水の流入に対する止水施設の設置を行う

など、必要な対策について事業実施段階におい

て詳細に検討してまいります。 

 

淀川左岸線２期区間のトンネル出入路など

からの雨水の流入に対しては、ポンプによる排

水を考えております。また、洪水や津波に対し

ては、一体構造物としての堤防の高さを越えて

まち側に水が流れ込まないかの安全性の照査

を行っており、万が一、想定を上回るような非

常事態が発生した場合には、トンネル内が浸水

する前に避難ができるようトンネルに設置す

る道路情報提供装置で必要な情報を提供する

とともに、トンネルに車両が進入しないよう通

行規制を行うなど利用者の安全性を確保して

まいります。 

 

1 

(15)淀川左岸線延伸部について、直下型の地

震の断層で川の水や地下水が侵入した

場合、トンネル開口部での集中豪雨でト

ンネル内に雨水が入り込んできたとき

など、逃げ道を失う。対策はあるのか。 

7 

(16)淀川左岸線延伸部・２期について、海老

江や豊崎の開口部で豪雨・浸水対策はど

うなっているのか。 

 

 

7 

(17)都島区は海抜0メートル地帯で、夏場に

ゲリラ豪雨が起こると、下水があふれて

道路が川のようになるということがこ

の数年何回も起こっている。そういう状

態の中で地下70メートルに淀川左岸線

延伸部のような道路をつくって、本当に

大丈夫か。 

8 

(18)淀川左岸線延伸部・２期について、淀川

に近いところに、豊崎入り口ができるの

で、そこから津波が入って一気に鶴見や

門真まで到達するかもしれない。もう少

し今の地震・大津波の問題を考慮してほ

しい。 

 

11 

(19)淀川左岸線延伸部の計画区域である都

島は非常に土壌が軟弱である。 

また、集中豪雨のときには床下浸水、道

路の冠水で本当に危険な状態。 

（仮称）淀川左岸線延伸部の地下構造物建設

のためには、地盤の強度、地下水位等が施工条

件に大きく影響することから、事業実施段階に

おいて詳細に調査してまいります。 

また、近年における降雨の傾向などについて

も、事業実施段階に適切に調査したうえで道路

排水施設等の検討を進めてまいります。 

 

10 
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都市計画案に係る意見の概要 意見に対する大阪市の考え方 

公述

人番

号 

(20) 淀川左岸線延伸部・２期について、地

震発生のときに、どのようにトンネル

の中のドライバーは避難できるのか。 

地上が混乱して、トンネル内で渋滞し

ていると、運転手は地上に脱出するこ

とはできない。地下で情報が無くとど

まっている間に津波が来るとなれば、

利用面で不安。 

 

 

（仮称）淀川左岸線延伸部のトンネルからの

避難については、床板下避難通路方式を採用す

る計画としています。この方式では、発災時の

初期対応として路面下の避難空間へ迅速に避

難できる構造とし、加圧などにより煙の侵入を

防ぎ、最寄りの避難階段により地上へ安全に避

難する計画としています。 

なお、詳細については、事業実施段階で、避

難シミュレーション等をおこない、適切な避難

方法について検討してまいります。 

 

淀川左岸線２期区間については、非常口を設

置して避難する計画としています。 

 

このほか、いずれの事業におきましても、一

般のトンネルにも設置されている、通報・警報

設備、消火設備、避難誘導設備、その他設備（通

報設備、避難誘導設備を補完し、避難、救急救

助、消火活動をより容易にするための設備）の

設置について、事業実施段階において検討し、

トンネル内の安全確保に努めてまいります。 

また、トンネル内の安全確保のためには、道

路交通情報の提供なども重要であることから、

前述のトンネル内の設備のひとつとして、設置

について事業実施段階に検討してまいります。 

 

1 

(21)淀川左岸線延伸部のトンネルの入り口

が遮断された際、中にいる自動車や人は

どうなるのか。 

 

 

5 

(22)淀川左岸線延伸部について、事故があれ

ば地下トンネルのどこから避難するの

か。 

 

 

  7、 

10 

(23)淀川左岸線延伸部は地下70メートルを

走るので、地震や火災が起こったときの

被害、安全確保、避難方法などに疑問が

ある。 

大地震であれば地下でも相当な被害が

あると思うが、8.7キロ全長があるので、

避難の際に少なくとも4キロメートルぐ

らい歩いて、70メートルをはい登る必要

がある。 

 

8 

(24)淀川左岸線延伸部について、避難路が路

床部の下にあるというのは非常に不安。 

（仮称）淀川左岸線延伸部の路面下へ避難空

間を設置する場合は、大深度地下の公共的使用

における安全の確保に係る指針等にもとづき、

大深度地下施設における閉塞感、圧迫感、迷路

性等に起因する不安感などに適切に配慮して

まいります。 

7 

(25)淀川左岸線延伸部について、事故の想定

では何台ぐらいの衝突事故を予想する

のか。最近、韓国で100台の玉突き衝突

というのがあったが、そういったものも

想定するのか。想定外と言わないで想定

できることは想定して住民に説明して

ほしい。 

（仮称）淀川左岸線延伸部の事業実施段階に

おいて、事故の際の避難シミュレーションを行

うとともに、必要に応じて有識者へも意見を伺

いつつ、適切に検討してまいります。 

 

6 
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都市計画案に係る意見の概要 意見に対する大阪市の考え方 

公述

人番

号 

(26)淀川左岸線延伸部の説明会では、タンク

ローリーなど危険なものを積んだ車両

は通さないと説明していたが、本当にで

きるのか。 

（仮称）淀川左岸線延伸部では、道路法第４

６条第３項の規定により、道路管理者は、延長

5,000 メートル以上の長大トンネル等につい

て、当該トンネルの構造を保全し、通行の危険

を防止することを目的として、火薬類、爆発性

物質、毒物・劇物、ならびに有毒性物質等を積

載する車両の通行を禁止することができると

されています。 

関西では、新神戸トンネル（箕谷～国道２号）

や、神戸長田トンネル（湊川 JCT～神戸長田間）

が、実際に危険物積載車両の通行を禁止してい

ることからも、淀川左岸線延伸部も危険物積載

車両の通行の禁止が想定されます。 

 

7 
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５．都市計画及び環境影響評価の手続き 

都市計画案に係る意見の概要 意見に対する大阪市の考え方 

公述

人番

号 

(1) 淀川左岸線延伸部・２期計画は必要性、  

費用対効果、安全性、環境対策等で市民

に十分な説明責任を果たしているのか。

市民の生活、健康、生命、財産に係る重

要な計画について、時間をかけたきめ細

かい説明会の開催や関連資料を全て開

示することを、求めたい。 

本年２月に実施した地元説明会や、３月に実

施した意見聴取会により意見を伺い、（仮称）

淀川左岸線延伸部及び淀川左岸線２期の都市

計画案を作成しました。 

地元説明会では、計画の必要性や整備効果に

つきまして、定性的な効果として、既存データ

をお示ししながらご説明させて頂きました。説

明会の資料につきましては、大阪市ホームペー

ジに掲載しています。 

※参考：大阪市ホームページ ＵＲＬ 

http://www.city.osaka.lg.jp/toshikeikak

u/page/0000302154.html 

 

（仮称）淀川左岸線延伸部（大阪門真線）に

つきましては、都市計画案に対して環境影響予

測・評価を行い、環境影響評価準備書として取

りまとめました。 

淀川左岸線延伸部の都市計画案並びに環境

影響評価準備書、淀川左岸線２期及び関連路線

の都市計画案につきましては、平成 27年 10月 

２日から 11 月２日まで縦覧を行っています。

また、10 月２日から 11 月 16 日の期間に、意

見書の提出が可能です。 

淀川左岸線延伸部の環境影響評価準備書に

つきましては、平成 27年 10月 19日～10日 23

日の間に、北区・都島区・城東区・鶴見区で説

明会を実施します。詳細につきましては、大阪

市ホームページでご案内しておりますので、ご

参照ください。 

大阪市ホームページ ＵＲＬ 

http://www.city.osaka.lg.jp/toshikeikak

u/page/0000324100.html 

 

 また淀川左岸線２期につきましては、説明会

資料や費用対効果などの事業評価の内容や、技

術検討委員会における安全性に関する審議内

容をホームページに掲載しています。 

※参考：大阪市ホームページ ＵＲＬ 

http://www.city.osaka.lg.jp/kensetsu/pa

ge/0000159842.html 

 

いずれの事業につきましても、上記の都市計

画の法手続き以外に、事業の進捗に応じ工事説

明などを実施し、事業内容にご理解をいただけ

るよう対応してまいります。 

 

2 

 

(2) 淀川左岸線延伸部工事の安全性につい

て、説明会の説明では不十分と言わざる

を得ない。今後そうした説明なども行

い、資料なども開示することが必要。 

5 

(3) 淀川左岸線延伸部の都市計画案ができ

てから意見を申し述べたいが、意見を述

べる機会はあるのか。環境影響評価準備

書説明会とは別に、公聴会について必ず

開いてほしい。 

6 

(4) 淀川左岸線延伸部について、説明や質

問、意見する場が設けられることはいい

が、より多くの人がその場に参加できる

ような方法も検討してほしい。 

8 

(5) 淀川左岸線延伸部について、計画段階か

ら関係住民に十分な情報を提示し、話し

合いが当然なされるべきと考えるが、今

後どのように説明会などが行われるの

か。 

9 
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(6) 淀川左岸線延伸部について、ルートの計

画ができているならば、近隣住民に説明

会の開催について周知徹底したのか。 

影響が及ぶ可能性のある施設や住んで

いる人に、市政だよりだけではなく、町

内会の回覧等で改めて周知徹底の上で

説明会をやり直すべき。土地の持ち主に

も知らせるべき。 

（仮称）淀川左岸線延伸部に係る説明会の開

催については、大阪市区政だよりやホームペー

ジなど、本市の広報ツールを用いながら、ご案

内をしています。 

また、門真市・守口市においても、市広報等

や府ホームページへの掲載などの、広報ツール

を用いて説明会の開催についてご案内してい

ると聞いています。 

今後も、事業の進捗に応じ工事説明などを実

施し、事業内容にご理解をいただけるよう対応

してまいります。 

7 

(7) 門真市に住んでいる人は、薭島で淀川左

岸線延伸部が第二京阪とつながる計画

を、ほとんど知らない。 

都島の説明会も、参加人数が少なく、重

要な問題が知られていない。周知徹底と

いうのが非常に不十分。 

  8、 

10 

(8) 淀川左岸線延伸部の説明会では住民か

らの意見・質問に対して、「有識者会議

に聞いてみます」という答えだけで、何

ら納得がいかない。 

（仮称）淀川左岸線延伸部の都市計画素案説

明会おいて、ご質問に対して現在の検討状況、

環境影響評価の実施状況、および都市計画手続

きの状況を踏まえ、可能な限り説明させていた

だいたところです。 

頂いたご意見やご質問について、都市計画素

案説明会時点から検討を進め、環境影響につい

ては予測・評価を行い、環境影響評価準備書と

してとりまとめました。 

また平成 27年３月 18日に開催した意見聴取

会につきましては、都市計画素案に対するご意

見を伺う場として開催いたしましたが、その際

のご意見に対しては、本資料により大阪市の考

え方をお示しさせて頂きました。 

10 

(9) ９年前に第二京阪道路の公聴会が行わ

れたときは、事業者に対する質問事項に

ついて、議長がその場で事業者に回答を

求めた。その結果、その場での回答と、

公聴会の後、文書での回答をいただい

た。本来、大阪市意見聴取会もそのよう

に運営すべき。少なくとも、質問した事

項、意見などについて回答するよう、改

めて求めたい。 

3 

(10)私は寝屋川市に住んでおり、第二京阪道

路のアセスメントのやり直しを求めて

大阪府公害審査会に申請したが、第二京

阪道路の公害調停では、環境アセスメン

トでのＮＯ2予測値が実際の沿道のＮＯ2

濃度とは違うことが明らかになった。 

このことを考慮し環境アセスメントの

方法を改善して、今回淀川左岸線延伸部

の計画に生かしているのか。 

（仮称）淀川左岸線延伸部環境影響評価準備

書における二酸化窒素の予測手法は、国土交通

省令及び道路環境影響評価の技術手法に基づ

き選定しました。 

 なお、予測に用いる式、並びに補正係数等は

適宜、見直しが行われた最新のものを用いまし

た。 

 

3 
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(11)淀川左岸線２期・南岸線も今回素案で条

件が変わっており、当然淀川左岸線２期

のアセスの見直しが必要だが、どうする

のか明らかにされたい。 

淀川左岸線２期区間について、今回の都市計

画変更に関する内容で、環境影響評価を法的に

見直す手続きの必要はありませんが、環境の保

全について配慮を行うため、都市計画変更に伴

う大気・騒音など、環境への影響について、予

測・確認を行っています。 

それらの内容については、平成 27 年の２月

に開催した素案説明会で説明いたしましたが、

引き続いて地元説明会などで説明してまいり

ます。 

3 

(12)第二京阪道路の都市計画決定の際、第三

者による検討委員会が設置され、環境影

響評価準備書の検討が行われ、厳しい意

見・指摘が行われた。 

今回の環境影響評価について、第二京阪

のように第三者による検討を行う専門

委員会を大阪市・大阪府に設置し、各行

政区ごとにも詳細に検討する措置がと

られることを強く求める。 

（仮称）淀川左岸線延伸部の環境影響評価準

備書については、大阪市環境影響評価専門委員

会など、学識経験者により構成される委員会に

おいて審議・検討が行われる予定です。 

 

3 

(13)淀川左岸線２期について、平成 18 年３

月 30 日に合併施行方式での事業化につ

いて議会で承認された際に作成した縮

減計画案について、延伸部が開通した場

合の改修工事が不可能となり欠陥道路

になるおそれがあり、路肩幅員 1メート

ルの縮小は交通事故、災害時などの救援

活動の支障も予想されると警告した。当

時なぜ都市計画変更とならなかったの

か。 

大阪市が合併施行事業者となって以降、縮減

計画案に沿い設計や関係機関協議を行う中で

道路線形や構造などの計画を精査した結果に

基づいて、今回都市計画変更の手続きを行うも

のです。 

また、（仮称）淀川左岸線延伸部とあわせて、

都市計画変更案として作成したものです。 

 

なお、淀川左岸線では、片側２車線で計画し、

大型車が故障等により左側路肩に停車してい

る場合においても、大型車の通行の妨げになら

ないよう道路に関する規定を満足する道路幅

員を確保しており、計画変更は救援活動等の支

障となりません。 

2 
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(14)淀川左岸線延伸部について、今回の意見

聴取会は、平成25年度の環境影響評価の

資料中の手続の流れでは都市計画案を

立案してその後に地元説明会、公聴会の

開催ということだが、意見聴取会で配布

された資料では、都市計画素案の立案、

そして意見説明会、公聴会の開催という

ことで違っている。これはなぜなのか。 

 

平成 25年１月～2月に実施いたしました（仮

称）淀川左岸線延伸部環境影響評価方法書手続

きの際に皆さまに配布したパンフレットに関

するご質問と思われますが、そのパンフレット

では 

「都市計画案の立案」 

「地元説明会・（公聴会）の開催」 

「都市計画案の作成」 

とした手続きの流れを掲載いたしました。 

意見聴取会で配布した資料では、 

「都市計画素案の立案」 

「地元説明会・（公聴会）の開催」 

「都市計画案の作成」 

とした手続きの流れを掲載しました。 

また、地元説明会後に意見聴取会を開催しま

した。 

いずれも、都市計画案の作成前に、地元説明

会等を開催して市民の皆さまのご意見を伺う

こととしたものです。 

なお、今後の都市計画手続きにつきまして

は、本資料 18 ページの大阪市の考え方にお示

ししています。 

6 

 


